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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第２四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第２四半期 6,686 － 323 △37.1 605 △11.2 420 △11.7

2021年３月期第２四半期 9,077 5.2 514 48.4 682 31.8 475 40.1
(注)包括利益 2022年３月期第２四半期 190百万円(△74.1％) 2021年３月期第２四半期 735百万円( 318.0％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第２四半期 31.31 －

2021年３月期第２四半期 35.46 －
　

第１四半期連結会計期間の期首から「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を適用
しております。このため、当該基準等を適用する前の前第２四半期連結累計期間の売上高に対する増減率は記載して
おりません。

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期第２四半期 26,727 20,410 76.4 1,520.27

2021年３月期 26,805 20,545 76.6 1,530.31
(参考) 自己資本 2022年３月期第２四半期 20,410百万円 2021年３月期 20,545百万円
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － 17.50 － 17.50 35.00

2022年３月期 － 17.50

2022年３月期(予想) － 17.50 35.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 13,500 － 800 10.9 1,130 14.7 790 13.8 58.84
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

2022年３月期の期首より「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を適用しており、
当該基準に基づいた予測値となっております。このため、当該基準適用前の2021年３月期の売上高の実績値に対する
増減率は記載しておりません。

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

(注)詳細は、添付資料９ページ「四半期連結財務諸表に関する注記事項」を参照してください。
　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期２Ｑ 13,954,880株 2021年３月期 13,954,880株

② 期末自己株式数 2022年３月期２Ｑ 529,450株 2021年３月期 529,450株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期２Ｑ 13,425,430株 2021年３月期２Ｑ 13,417,075株
　

※当社は、「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しており、当該信託が保有する当社株式は、期中平均株式数の算定上控
除する自己株式に含めております。

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づ
いて作成されており、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。業
績予想に関する事項につきましては、添付資料３ページを参照してください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第２四半期連結累計期間(2021年4月1日～2021年9月30日)は、新型コロナウイルス感染症の影響が継続してお

り、ワクチン接種の普及により明るい兆しはあるものの経済活動は依然として抑制され、行政からの自粛要請、外

食市場の休業・営業時間短縮要請もあり、先行きが不透明な状況が続いておりました。

　第10次中期経営計画の基本方針の一つとして掲げております生産体制の再構築に関しましては、当社グループの

生産効率の向上、省力化、環境負荷の低減を図ること及び安全で安定した生産体制の構築を目的とした「当社グル

ープの生産体制再構築に関する基本実施設計」を2021年9月の取締役会にて承認いたしました。現在はブルドックソ

ース株式会社の鳩ケ谷工場と館林工場、子会社であるイカリソース株式会社の西宮工場の３工場体制で操業してお

りますが、生産体制再構築により2023年12月を目途に館林工場と西宮工場の２工場体制とし生産の効率化、省力化

を実現してまいります。

　また、社会的課題への取り組みでもある、SDGs(持続可能な開発目標)の目標のひとつ「持続可能な消費と生産」

の対応といたしまして2021年12月より、一部家庭用商品において賞味期限表示を「年月日」から「年月」に変更し

食品ロスの削減とともに物流・オペレーションの効率化にも取り組んでいきます。

　家庭用商品は、新型コロナウイルス感染症による昨年の内食需要急増の反動でソース類は前年同期と比較して低

調に推移しましたが、ソースを使用した新たなレシピの認知拡大に向け他社調味料メーカーとのコラボレーション

企画、商品パッケージからのホームページへの誘導等を実施しております。また、青果店とのコラボレーションに

よるドレッシング拡販、消費者の簡便ニーズへの対応として、月島もんじゃ焼材料セットの拡販、子会社であるサ

ンフーズ株式会社のミツワお好みソースを使用した「広島お好み焼材料セット」をブルドックソース株式会社が発

売し、グループのシナジー強化も実施してまいりました。

　業務用商品においては、業務用市場のシェア拡大に向けデリカ・テイクアウト向けメニューの積極的な提案を実

施し、多数の新規顧客を獲得いたしました。また、海外における外食市場の、新型コロナウイルス感染症からの業

績回復に伴い、とんかつソースの輸出が回復基調である等の要因により売上高は好調に推移いたしました。

　働き方改革におきましては、在宅勤務、時差出勤、リモート会議を取り入れ社員が働きやすい環境を整えてまい

りました。さらに「シニア社員制度」を導入し、70 歳まで就業機会を確保することで若年層とシニア層の双方の力

を合わせお客様に安心・安全な商品をお届けする体制を構築してまいりました。今後も社員が活き活きと働き続け

られる企業であるために改革に努めてまいります。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間（2021年4月1日～2021年9月30日）における売上高は66億8千6百万円とな

りました。カテゴリー別には、ソース類（ウスター・中濃・とんかつ・専用他）は40億7千万円、ドレッシング類・

たれ・ケチャップは9億8千4百万円、業務用商品は16億3千2百万円となりました。営業利益は、業務の生産性向上に

よる経費削減等に努めてまいりましたが、マーケティング費用の増加等により前年同期比37.1％減の3億2千3百万

円、経常利益は前年同期比11.2％減の6億5百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比11.7％減の4億

2千万円となりました。

　当社グループは、第１四半期連結会計期間の期首から「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020

年３月31日)等を適用しております。その結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は、従来の方法と比較し

て、20億9千8百万円減少しております。このため、売上高については前年同期比（％）を記載しておりません。
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（２）財政状態に関する説明

　(資産、負債及び純資産の状況)

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ７千８百万円減少し、267億２千７百万円とな

りました。

　流動資産につきましては、現金及び預金の減少などにより、前連結会計年度末に比べて２千３百万円減少し、99

億５千５百万円となりました。

　固定資産につきましては、有形固定資産が増加したものの、投資有価証券の減少などにより、前連結会計年度末

に比べて５千５百万円減少し、167億７千１百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べて５千５百万円増加し、63億１千６百万円とな

りました。

流動負債につきましては、その他に含まれる未払金の増加などにより前連結会計年度末に比べて２億４千３百万

円増加し、42億１千４百万円となりました。

　固定負債につきましては、長期借入金の減少、繰延税金負債の減少などにより、前連結会計年度末に比べて１億

８千７百万円減少し、21億２百万円となりました。

純資産は、その他有価証券評価差額金の減少などにより、前連結会計年度末に比べて、１億３千４百万円減少し、

204億１千万円となりました。

　(キャッシュ・フローの状況)

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ８百万円減少し、48億４千

２百万円となりました。なお、当第２四半期連結累計期間における連結キャッシュ・フローの状況は以下の通りであ

ります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、４億１千３百万円の収入（前年同期は、７億３千４百万円の収入）となり

ました。

　これは主として、税金等調整前四半期純利益６億３百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、７千１百万円の支出（前年同期は、３千万円の収入）となりました。

　これは主として、投資有価証券の売却等による収入３億２千１百万円、有形固定資産の取得による支出３億５千１

百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、３億５千万円の支出（前年同期は、３億５千９百万円の支出）となりまし

た。

　これは主として、配当金の支払額２億３千６百万円、長期借入金の返済による支出１億７百万円によるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

通期の業績予想につきましては、2021年５月14日に公表いたしました業績予想に変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,870 4,857

受取手形及び売掛金 4,261 4,282

商品及び製品 593 586

原材料及び貯蔵品 139 131

仕掛品 18 14

その他 96 84

流動資産合計 9,979 9,955

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,477 2,351

機械装置及び運搬具（純額） 2,083 1,961

土地 2,784 2,784

建設仮勘定 227 857

その他（純額） 138 133

有形固定資産合計 7,711 8,087

無形固定資産 33 29

投資その他の資産

投資有価証券 8,249 7,768

繰延税金資産 153 167

その他 687 726

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 9,082 8,654

固定資産合計 16,826 16,771

資産合計 26,805 26,727
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,458 1,436

電子記録債務 332 289

短期借入金 30 30

1年内返済予定の長期借入金 151 148

未払法人税等 194 198

未払費用 1,158 1,101

賞与引当金 212 210

その他 432 799

流動負債合計 3,970 4,214

固定負債

長期借入金 306 202

繰延税金負債 1,013 890

退職給付に係る負債 852 892

役員株式給付引当金 32 35

執行役員退職慰労引当金 51 52

長期未払金 15 15

その他 17 13

固定負債合計 2,290 2,102

負債合計 6,260 6,316

純資産の部

株主資本

資本金 1,044 1,044

資本剰余金 2,564 2,564

利益剰余金 15,201 15,296

自己株式 △639 △639

株主資本合計 18,170 18,265

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,345 2,115

退職給付に係る調整累計額 28 29

その他の包括利益累計額合計 2,374 2,144

純資産合計 20,545 20,410

負債純資産合計 26,805 26,727
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

売上高 9,077 6,686

売上原価 4,391 4,363

売上総利益 4,686 2,323

販売費及び一般管理費 4,171 1,999

営業利益 514 323

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 118 110

投資有価証券売却益 52 167

その他 5 5

営業外収益合計 176 284

営業外費用

支払利息 2 1

保険解約損 4 －

その他 0 0

営業外費用合計 8 1

経常利益 682 605

特別利益

関係会社清算益 11 －

特別利益合計 11 －

特別損失

固定資産除却損 0 2

投資有価証券評価損 0 0

特別損失合計 1 2

税金等調整前四半期純利益 692 603

法人税等 216 183

四半期純利益 475 420

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 475 420
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純利益 475 420

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 260 △230

退職給付に係る調整額 △0 0

その他の包括利益合計 259 △229

四半期包括利益 735 190

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 735 190

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 692 603

減価償却費 345 353

賞与引当金の増減額（△は減少） △6 △2

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 3 3

執行役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2 0

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 36 40

受取利息及び受取配当金 △118 △110

支払利息 2 1

固定資産除売却損益（△は益） 0 2

投資有価証券売却損益（△は益） △52 △167

投資有価証券評価損益（△は益） 0 0

関係会社清算損益（△は益） △11 －

売上債権の増減額（△は増加） 103 △20

棚卸資産の増減額（△は増加） △16 19

仕入債務の増減額（△は減少） △72 △64

未収消費税等の増減額（△は増加） 16 28

未払費用の増減額（△は減少） △118 △182

その他 △34 △20

小計 773 484

利息及び配当金の受取額 118 110

利息の支払額 △2 △1

法人税等の支払額 △154 △179

営業活動によるキャッシュ・フロー 734 413

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △163 △351

無形固定資産の取得による支出 △9 △2

投資有価証券の取得による支出 △3 △3

投資有価証券の売却等による収入 134 321

保険積立金の払戻による収入 78 －

その他 △6 △36

投資活動によるキャッシュ・フロー 30 △71

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △106 △107

自己株式の取得による支出 △0 －

自己株式の処分による収入 4 －

配当金の支払額 △236 △236

その他 △21 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △359 △350

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 404 △8

現金及び現金同等物の期首残高 4,276 4,850

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,680 4,842
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　 該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（会計方針の変更）

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、従来、顧客に

支払われる対価の一部を販売促進費等として販売費及び一般管理費に計上しておりましたが、関連する財の移転に

対する収益を認識した時点で、売上高から減額する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は2,098百万円減少し、販売費及び一般管理費は2,090百万円減少

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ７百万円減少しております。また、利益剰余金

の当期首残高は87百万円減少しております。

なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法に

より組替えを行っておりません。

（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

　当社は、2021年10月28日開催の取締役会において、会社法第459条第１項及び当社定款第32条の規定に基づき、

自己株式を取得することを決議致しました。

（１）自己株式の取得を行う理由 経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行及
び株主還元策の一環として、自己株式を取得するもの
であります。

（２）取得対象株式の種類 当社普通株式

（３）取得し得る株式の総数 83千株（上限）
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合
0.61％）

（４）株式の取得価額の総額 165百万円（上限）

（５）取得期間 2021年10月29日～2022年３月22日

（６）取得方法 東京証券取引所における市場買付

　


